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参考資料２

障害者のための複製等に関する著作権法上の主な規定

○著作権法（昭和四十五年法律第四十八号）

（視覚障害者等のための複製等）

第三十七条 （略）

２ （略）

３ 視覚障害者その他視覚による表現の認識に障害のある者（以下この項及び第百二条第四項におい

て「視覚障害者等」という。）の福祉に関する事業を行う者で政令で定めるものは、公表された著

作物であつて、視覚によりその表現が認識される方式（視覚及び他の知覚により認識される方式を

含む。）により公衆に提供され、又は提示されているもの（当該著作物以外の著作物で、当該著作

物において複製されているものその他当該著作物と一体として公衆に提供され、又は提示されてい

るものを含む。以下この項及び同条第四項において「視覚著作物」という。）について、専ら視覚

障害者等で当該方式によつては当該視覚著作物を利用することが困難な者の用に供するために必要

と認められる限度において、当該視覚著作物に係る文字を音声にすることその他当該視覚障害者等

が利用するために必要な方式により、複製し、又は自動公衆送信（送信可能化を含む。）を行うこ

とができる。ただし、当該視覚著作物について、著作権者又はその許諾を得た者若しくは第七十九

条の出版権の設定を受けた者により、当該方式による公衆への提供又は提示が行われている場合は、

この限りでない。

（聴覚障害者等のための複製等）

第三十七条の二 聴覚障害者その他聴覚による表現の認識に障害のある者（以下この条及び次条第五

項において「聴覚障害者等」という。）の福祉に関する事業を行う者で次の各号に掲げる利用の区

分に応じて政令で定めるものは、公表された著作物であつて、聴覚によりその表現が認識される方

式（聴覚及び他の知覚により認識される方式を含む。）により公衆に提供され、又は提示されてい

るもの（当該著作物以外の著作物で、当該著作物において複製されているものその他当該著作物と

一体として公衆に提供され、又は提示されているものを含む。以下この条において「聴覚著作物」

という。）について、専ら聴覚障害者等で当該方式によつては当該聴覚著作物を利用することが困

難な者の用に供するために必要と認められる限度において、それぞれ当該各号に掲げる利用を行う

ことができる。ただし、当該聴覚著作物について、著作権者又はその許諾を得た者若しくは第七十

九条の出版権の設定を受けた者により、当該聴覚障害者等が利用するために必要な方式による公衆

への提供又は提示が行われている場合は、この限りでない。

一 当該聴覚著作物に係る音声について、これを文字にすることその他当該聴覚障害者等が利用す

るために必要な方式により、複製し、又は自動公衆送信（送信可能化を含む。）を行うこと。

二 専ら当該聴覚障害者等向けの貸出しの用に供するため、複製すること（当該聴覚著作物に係る

音声を文字にすることその他当該聴覚障害者等が利用するために必要な方式による当該音声の複

製と併せて行うものに限る。）。

（翻訳、翻案等による利用）

第四十三条 次の各号に掲げる規定により著作物を利用することができる場合には、当該各号に掲げ

る方法により、当該著作物を当該各号に掲げる規定に従つて利用することができる。

一～三 （略）

四 第三十七条第三項 翻訳、変形又は翻案

五 第三十七条の二 翻訳又は翻案
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（複製権の制限により作成された複製物の譲渡）

第四十七条の十 第三十一条第一項（第一号に係る部分に限る。以下この条において同じ。）若しく

は第三項後段、第三十二条、第三十三条第一項（同条第四項において準用する場合を含む。）、第

三十三条の二第一項若しくは第四項、第三十四条第一項、第三十五条第一項、第三十六条第一項、

第三十七条、第三十七条の二（第二号を除く。以下この条において同じ。）、第三十九条第一項、

第四十条第一項若しくは第二項、第四十一条から第四十二条の二まで、第四十二条の三第二項又は

第四十六条から第四十七条の二までの規定により複製することができる著作物は、これらの規定の

適用を受けて作成された複製物（第三十一条第一項若しくは第三項後段、第三十五条第一項、第三

十六条第一項又は第四十二条の規定に係る場合にあつては、映画の著作物の複製物（映画の著作物

において複製されている著作物にあつては、当該映画の著作物の複製物を含む。以下この条におい

て同じ。）を除く。）の譲渡により公衆に提供することができる。ただし、第三十一条第一項若し

くは第三項後段、第三十三条の二第一項若しくは第四項、第三十五条第一項、第三十七条第三項、

第三十七条の二、第四十一条から第四十二条の二まで、第四十二条の三第二項又は第四十七条の二

の規定の適用を受けて作成された著作物の複製物（第三十一条第一項若しくは第三項後段、第三十

五条第一項又は第四十二条の規定に係る場合にあつては、映画の著作物の複製物を除く。）を、第

三十一条第一項若しくは第三項後段、第三十三条の二第一項若しくは第四項、第三十五条第一項、

第三十七条第三項、第三十七条の二、第四十一条から第四十二条の二まで、第四十二条の三第二項

又は第四十七条の二に定める目的以外の目的のために公衆に譲渡する場合は、この限りでない。

○著作権法施行令（昭和四十五年政令第三百三十五号）（抄）

（視覚障害者等のための複製等が認められる者）

第二条 法第三十七条第三項（法第八十六条第一項及び第百二条第一項において準用する場合を含

む。）の政令で定める者は、次に掲げる者とする。

一 次に掲げる施設を設置して視覚障害者等のために情報を提供する事業を行う者（イ、ニ又はチ

に掲げる施設を設置する者にあつては国、地方公共団体又は一般社団法人等、ホに掲げる施設を

設置する者にあつては地方公共団体、公益社団法人又は公益財団法人に限る。）

イ 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第七条第一項の障害児入所施設及び児童発達

支援センター

ロ 大学等の図書館及びこれに類する施設

ハ 国立国会図書館

ニ 身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）第五条第一項の視聴覚障害者情報提

供施設

ホ 図書館法第二条第一項の図書館（司書等が置かれているものに限る。）

ヘ 学校図書館法（昭和二十八年法律第百八十五号）第二条の学校図書館

ト 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第五条の三の養護老人ホーム及び特別養護老

人ホーム

チ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二十三

号）第五条第十一項に規定する障害者支援施設及び同条第一項に規定する障害福祉サービス事

業（同条第七項に規定する生活介護、同条第十二項に規定する自立訓練、同条第十三項に規定

する就労移行支援又は同条第十四項に規定する就労継続支援を行う事業に限る。）を行う施設

二 前号に掲げる者のほか、視覚障害者等のために情報を提供する事業を行う法人（法第二条第六

項に規定する法人をいう。以下同じ。）のうち、視覚障害者等のための複製又は自動公衆送信（送

信可能化を含む。）を的確かつ円滑に行うことができる技術的能力、経理的基礎その他の体制を

有するものとして文化庁長官が指定するもの

２ （略）
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（聴覚障害者等のための複製等が認められる者）

第二条の二 法第三十七条の二（法第八十六条第一項及び第百二条第一項において準用する場合を含

む。）の政令で定める者は、次の各号に掲げる利用の区分に応じて当該各号に定める者とする。

一 法第三十七条の二第一号（法第八十六条第一項において準用する場合を含む。）に掲げる利用

次に掲げる者

イ 身体障害者福祉法第五条第一項の視聴覚障害者情報提供施設を設置して聴覚障害者等のため

に情報を提供する事業を行う者（国、地方公共団体又は一般社団法人等に限る。）

ロ イに掲げる者のほか、聴覚障害者等のために情報を提供する事業を行う法人のうち、聴覚障

害者等のための複製又は自動公衆送信（送信可能化を含む。）を的確かつ円滑に行うことがで

きる技術的能力、経理的基礎その他の体制を有するものとして文化庁長官が指定するもの

二 法第三十七条の二第二号（法第八十六条第一項及び第百二条第一項において準用する場合を含

む。）に掲げる利用 次に掲げる者（同号の規定の適用を受けて作成された複製物の貸出しを文

部科学省令で定める基準に従つて行う者に限る。）

イ 次に掲げる施設を設置して聴覚障害者等のために情報を提供する事業を行う者（（２）に掲

げる施設を設置する者にあつては国、地方公共団体又は一般社団法人等、（３）に掲げる施設

を設置する者にあつては地方公共団体、公益社団法人又は公益財団法人に限る。）

（１） 大学等の図書館及びこれに類する施設

（２） 身体障害者福祉法第五条第一項の視聴覚障害者情報提供施設

（３） 図書館法第二条第一項の図書館（司書等が置かれているものに限る。）

（４） 学校図書館法第二条の学校図書館

ロ イに掲げる者のほか、聴覚障害者等のために情報を提供する事業を行う法人のうち、聴覚障

害者等のための複製を的確かつ円滑に行うことができる技術的能力、経理的基礎その他の体制

を有するものとして文化庁長官が指定するもの

２ （略）

○著作権法施行規則（昭和四十五年文部省令第二十六号）（抄）

第二条の二 令第二条の二第一項第二号の文部科学省令で定める基準は、次のとおりとする。

一 専ら著作権法（以下「法」という。）第三十七条の二第二号の規定の適用を受けて作成された

複製物（以下この条において「聴覚障害者等用複製物」という。）の貸出しを受けようとする聴

覚障害者等を登録する制度を整備すること。

二 聴覚障害者等用複製物の貸出しに関し、次に掲げる事項を含む規則を定めること。

イ 聴覚障害者等用複製物の貸出しを受ける者が当該聴覚障害者等用複製物を法第三十七条の二

第二号に定める目的以外の目的のために、頒布せず、かつ、当該聴覚障害者等用複製物によつ

て当該聴覚障害者等用複製物に係る著作物を公衆に提示しないこと。

ロ 複製防止手段（電磁的方法（法第二条第一項第二十号に規定する電磁的方法をいう。）によ

り著作物のデジタル方式の複製を防止する手段であつて、著作物の複製に際しこれに用いられ

る機器が特定の反応をする信号を著作物とともに記録媒体に記録する方式によるものをいう。

次号において同じ。）が用いられていない聴覚障害者等用複製物の貸出しを受ける場合に、当

該貸出しを受ける者が当該聴覚障害者等用複製物を用いて当該聴覚障害者等用複製物に係る著

作物を複製しないこと。

三 複製防止手段を用いていない聴覚障害者等用複製物の貸出しをする場合は、当該聴覚障害者等

用複製物に係る著作物とともに、法第三十七条の二第二号の規定により複製を行つた者の名称及

び当該聴覚障害者等用複製物を識別するための文字、番号、記号その他の符号の記録（当該聴覚

障害者等用複製物に係る著作物が映画の著作物である場合にあつては、当該著作物に係る影像の

再生の際に併せて常に表示されるようにする記録に限る。）又は記載をして、当該貸出しを行う
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こと。

四 聴覚障害者等用複製物の貸出しに係る業務を適正に行うための管理者を置くこと。

２ 前項の規定は、法第八十六条第一項及び第百二条第一項において準用する法第三十七条の二の政

令で定める者に係る令第二条の二第一項第二号の文部科学省令で定める基準について準用する。

（以上）


